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1．はじめに

国土交通省では，社会環境，建設施工を取り巻く環
境の変化に対応するため，社会資本整備の管理の効率
化や生産性の向上が期待でき，情報の利活用による施
工の高度化が可能な情報化施工の戦略的な普及方策が
必要であるとの判断から，産官学の連携のもと「情報
化施工推進戦略（平成 20 年 7 月）」1）をとりまとめた。
この推進戦略では，情報化施工の普及に向けた課題
を掲げ，この課題を解決しつつ，平成 24 年度までに
情報化施工を標準的な工法として普及・定着させるこ
とを目指し，情報化施工に関わる試験施工が今年度よ
り実施されることが示されている。
一方，中部地方整備局，北海道開発局では，油圧ショ

ベル（以下，バックホウ）を用いた掘削工，法面整形
工の情報化施工（写真─ 1）に以前より着目し，各種
調査と実証試験を実施し，導入効果を検証するととも
に，現場適用に向けた要領策定を進めてきた 2）～ 5）。
したがって，両地整では，バックホウの掘削工に関
する試験施工が実施されるものと思われるが，バック

ホウ掘削工の情報化施工技術は，特に限られた企業や
工事に限定された適用実績がほとんどで，まだ，この
技術の一般的な認知度は低い現状がある。
当研究所では，中部技術事務所，北海道開発局から
の業務委託により，バックホウ掘削工の情報化施工に
関する検討を実施してきている。本報告では，これから
の試験施工に資すること目的に，バックホウ掘削工の情
報化施工を解説し，施工管理要領に規定される施工現
場への適用時における主な留意点について報告する。

2．バックホウ掘削工の情報化施工とは

バックホウ掘削工の情報化施工とは，発注者から
請負者に提供される設計図面（電子データ）をバッ
クホウ（以下，ICT バックホウ）に搭載し，バケッ
ト位置との差分データ（図─ 1）に基づき掘削を行
うものである（ICT：Information Communication 
Technology）。

ICT バックホウでは，RTK-GPS（3 次元測量技術）
を主体とした各種センサの取得データからバケット位
置を算出し，操作支援情報に変換してオペレータに提
供する。
この結果，ICTバックホウを用いた情報化手法では，
現行手法では必要となる「丁張り」設置が原則必要で
はなくなり，施工着手前の準備作業を軽減させること
が可能である。
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写真─ 1　ICT バックホウを用いた掘削状況

図─ 1　操作支援画面例（操作支援情報）

写真─ 2　ICT バックホウを用いた掘削状況
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また，操作室から直接確認できない切出し位置や，
丁張りや検測が必要となる法尻・掘削底面，曲線区間
の設計をオペレータが必要な時に確認できるため，現
行手法では施工を中断しての検測や丁張り設置待ち，
降車を伴う丁張りの目視確認が不要となり，図─ 2に
示すように，現行手法と比べ，施工能力が向上する。
これに加え，オペレータが必要と判断する任意の箇
所で設計や設計との差分などが確認できるため，図─
3に示すように，現行では丁張りの設置位置に依存す
る出来形が，その位置に左右されず，どの位置におい
ても同精度の出来形を得ることができる。

3．ICTバックホウ適用時の留意点

ICT バックホウによる掘削工は，中部地方整備局

では道路土工，河川土工など一般土工全般を対象に，
北海道開発局では河川土工を対象としている。試験施
工の実施にあたって必要となる施工管理要領（案）は，
昨年度までに中部地方整備局，北海道開発局の連携の
もとでそれぞれ策定され，試行による検証・見直しを
行う段階となっている。
これら要領で規定される ICT バックホウ適用時の
主な留意点について，以下に列挙する。

（1）バケット位置の精度確認
ICT バックホウは，すでに供用されるバックホウ
への機器の後付けがほとんどであるため，ICT バッ
クホウを用いた掘削工での施工精度を保つためには，
バケット位置の計測精度を適宜確認しておく必要があ
る。なお，施工精度の確保の面から最も重要な計測値
は，「設計とバケット位置との標高差」である。
バケット位置座標について，トータルステーション（以
下，TS）による実測値と画面表示値の標高を比較した
結果を図─ 4に示すが，精度管理を適切に行えば，較差
（平均値±標準偏差：1σ）を概ね±30 mm以内に収め
ることが可能であることを実証実験で検証している。
このため，要領（案）では，バケット位置の計測精度
を掘削工着手前など適宜確認することを規定している。

（2）出来形管理手法
ICT バックホウによる掘削工では，原則法丁張り
を必要としないことから，出来形管理の対象とする横
断面を法丁張りから判断できず，出来形管理前に，目
串の設置など別途作業が必要となる。
このため，ICT バックホウ掘削工における検測を
含めた出来形計測は，国土技術政策総合研究所で検討
し，すでに運用される「施工管理データを搭載したトー
タルステーション（以下，TS）を用いた出来形管理

図─ 2　 掘削工の施工能力（中部技術事務所，北海道開発局における実証
実験成果からの引用）

図─ 3　面的な出来形精度
（北海道開発局における実証実験成果からの引用）

図─ 4　 バケット位置の計測精度（中部技術事務所，北海道開発局におけ
る実証実験成果からの引用）



76 建設の施工企画　’08. 12

要領（案）（土工編）」6）に規定される，出来形管理用
TSで行うことを要領（案）に規定している。この出
来形管理用TSの導入により，任意の横断面において
効率的で正確な出来形計測が実施できるため，準備・
計測・帳票作成時間の軽減，計測直後の出来形評価，
帳票自動作成による手簿記録，転記ミスの防止などの
効果が期待できる 7），8）。

（3）基準点の精度
ICT バックホウと出来形管理用TSを用いた場合，
前者が公共座標系（GNSS），後者が現場座標系で 3
次元座標を計測することとなる。両測量技術は，いず
れも現場の基準点（3次元座標の既知点）に基地局を
設置する手法であるため，特に基準点に大きな残差を
含む場合には，ICT バックホウの計測値（バケット
位置）と出来形管理用TSの計測値に不一致が生じて，
所定の出来形を満足できなくなる。
このため，ICT バックホウを用いる場合は，基準
点の精度確認が極めて重要であり，この確認に基づく
座標変換や，技術者判断を伴う残差処理を行う必要が
あるため，要領（案）では基準点の精度や残差確認な
どについて規定している。

（4）掘削方法
ICT バックホウによる掘削工・法面整形工では，操
作中に画面を通じて様々な操作支援情報が提供される。
このため，特に慣れない段階での導入当初は画面を常
時注視するため，作業性が低下する傾向がある。
ICT バックホウを用いた場合，切り出し位置の確
認時・法面整形時の勾配確認時など，必要な時のみ操
作支援情報を確認することが大事であり，現場条件に
あわせて上手く操作支援情報を使うことで，さらに効
率的な作業が実現できる。このような方法は，ICTバッ
クホウによる掘削工の経験に依存するため，実証実験
で検証できた掘削方法のノウハウは，要領（案）に記
載するようにしている。

4．おわりに

本稿では，今後実施される試験施工に資することを
目的に，ICT バックホウの掘削工に関する情報化施
工の解説と，これに対応した要領（案）策定に向け，
施工現場に適用に際して留意すべき，主な規定内容に
ついて報告した。
ICT バックホウの掘削工をさらに普及させるため
の当面の課題として，① ICT バックホウ，出来形管

理用TSへ入力する効率的な設計データ作成方法の確
立，② ICT バックホウの掘削工に対応した現行管理
基準にこだわらない合理的な施工管理基準への見直
し，などが想定され，今後整備していく必要があるが，
まずは現場試行によって ICT バックホウによる導入
効果を評価・認識することが重要であると考えている。
当研究所としても，コスト縮減，品質確保・向上に役
立つ情報化施工が普及していくよう，今後も研究を進
めていきたいと考えている。
最後に，本稿作成にあたり，ご協力を頂きました，
中部技術事務所並びに北海道開発局事業振興部の関係
各位に深い感謝の意をここに表します。
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